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Ⅰ．平成１９年度 官庁営繕部関係予算事項別総括表

（単位：百万円）

前年度予算額 １ ９ 年 度 倍 率

区 分 概 算 決 定 額 摘 要

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ／Ａ)

一 般 会 計

官 庁 営 繕 費 ２３，６６７ ２３，２４６ ０．９８

・中央官庁庁舎 １０５ ３, ６９３ ３５．１７

・合 同 庁 舎 １０, ７５３ ５, ６８５ ０．５３

・一 般 庁 舎 ２０２ ３３７ １．６７

・施設特別整備 １０, ７３４ １１, ７３６ １．０９

４, ５００ ５, ９５２ １．３２耐震改修

１，０００ ７００ ０．７０バリアフリー改修

２，４００ ２, ４１０ １. ００グリーン改修

２，８３４ ２, ６７４ ０．９４一般改修

・附 帯 事 務 費 １，８７３ １，７９５ ０．９６

特 定 国 有 財 産

整 備 特 別 会 計

特定国有財産

整 備 費 ０ ２, ９６８ 皆 増

計 ２３，６６７ ２６, ２１４ １．１１

一 般 会 計

行 政 経 費 ２５３ １, ３２５ ５．２４

合 計 ２３，９２０ ２７, ５３９ １．１５

※グリーン改修に経済成長戦略推進施策として２００百万円を含む。



Ⅱ．官庁営繕関係予算の概要

官庁施設の整備については、急激な老朽化が見込まれる既存官庁施設のストック
の有効活用を図りつつ、災害に対する安全の確保、地球環境問題及び少子化・高齢
化対策等の政策課題に的確に対応することが課題となっている。

特に、防災対策による国民の安全・安心の確保（防災・減災等による安全社会の
確立）は政府の基本的責務であり、首都直下型地震などの大規模地震対策として地
域の防災拠点となる官庁施設の耐震化を推進することが重要である。

以上のことを踏まえ、平成１９年度予算においては、下記の施策を重点的に推進
する。

◆災害応急対策活動を担う拠点的施設の耐震化の推進。

◆中央合同庁舎第７号館等のＰＦＩ事業の推進。

◆二酸化炭素排出量の削減を図るため、グリーン庁舎の整備等を推進。
特に、太陽光発電の導入や建物緑化を推進。

◆ユニバーサルデザインを踏まえたバリアフリー化の推進。

○新 規 箇 所

計 画 内 容
区 分 所 在 地

構 造 規 模

小 樽 地 方 合 同 庁 舎 北海道小樽市 ㎡RC-6 13,275

熊 本 地 方 合 同 庁 舎 熊本県熊本市 外 ㎡S-12-1 52,506

名古屋港湾合同庁舎（別館） 名古屋市港区 ㎡RC-9-1 5,200



 

 

１．国民の安全・安心の確保 

   安全・安心の確保に資する防災拠点施設等の整備の推進    

   
１．背景・目的  

建築物の耐震化対策については、政府全体の緊急の課題と位置付けられており、中

央防災会議決定や「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づく告示（平成１８年

１月２５日）等により公共建築物については、整備目標及び整備プログラムの策定等を

行い、計画的かつ重点的な耐震化の促進に積極的に取り組むことが求められている。 
 
２．事業の内容 
① 災害応急対策活動に必要な主な官庁施設等については、平成１８～２７年度の１０

年間で、耐震化率９割の達成を目標とすることとし、耐震化対策の実施にあたっては、

大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分に発揮できるよう、構造体のみなら

ず設備、非構造も含めた建築物全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点

施設の整備を推進する。 
また、「首都直下地震対策大綱」に基づき策定される事業継続計画（ＢＣＰ）につ

いて、施設機能面からの支援を積極的に行う。 
   中央合同庁舎第７号館、小樽地方合同庁舎（北海道） 外５施設 

 
② 中央官庁庁舎を始めとして、大規模地震発生時に災害応急対策活動の拠点となる防

災拠点施設のうち、緊急に耐震化が必要な特に重要な施設について耐震改修を一層推

進する。 
 
３．事業効果 
  総合的な耐震安全性を確保した災害応急対策活動を担う拠点的施設の整備により、国

民の安全・安心な生活の実現に資する。 
 

  【防災拠点施設のイメージ】             【耐震改修の事例】 
 

災害対策本部機能を持つ 
防災センターの整備 

ライフライン途絶時の建

築設備機能の維持 

 
活動通路の確保 

活動拠点室等の耐震性能の確保 

事務室 

情報通信室 

防災センター 

防災無線 

高架水槽 

自自家家発発電電気気室室等等  

ヘリポート 

目標の高い耐震安全性を確保

する免震・制振技術の採用 

壁厚増打 耐震ブレース増設壁厚増打 耐震ブレース増設



 

２．地域の活性化・都市再生 
 

  中央合同庁舎第７号館等のＰＦＩ方式による整備の推進   
 
１．背景・目的 

民間の資金・経営能力等のノウハウを活用して低廉・良質な公共サービスの提供と民

間の事業機会の創出を図るＰＦＩ方式により、中央合同庁舎第 7 号館及び九段第 3 合同

庁舎の整備を実施している。 
 
２．事業の内容 

中央合同庁舎第 7 号館及び九段第 3 合同庁舎の整備について、平成１５年度に事業契

約を締結し、九段第３については平成１８年度に完成予定であり、７号館については平

成１９年度に完成予定である。 
また、事業実施に係るサーベイランス(業務管理)等を引き続き実施し、ＰＦＩ事業

の適切な推進を図る。 

 

３．事業効果 

  中央官庁庁舎等のＰＦＩ方式による先導的な整備により、ＰＦＩ事業の普及促進に

資するとともに、多様な事業機会が創出されるなど、新たな民間投資の誘発効果があ

る。 

  また、活力ある都市拠点の形成等が図られ、都市の再生に寄与する。 
 

＜中央合同庁舎第７号館＞                【中央合同庁舎第７号館イメージパース】 

 ・所 在 地 
千代田区霞が関３丁目 

 ・入居官署 
文部科学省・会計検査院・金融庁 

 ・国の機関の床面積 
約 19 万㎡ 

 ・延床面積 
約 25 万㎡（民間権利床等を含む） 

 ・構造規模 
官庁棟：鉄骨造 33 階地下 2階 
官民棟：鉄骨造 38 階地下 3階        

 
 

 

 

＜九段第３合同庁舎・千代田区役所本庁舎＞         【九段第３合同庁舎イメージパース】 

 ・所 在 地 
千代田区九段南１丁目 

 ・入居官署 
財務省会計センター 
総務省関東総合通信局 
厚生労働省関東信越厚生局・東京労働局 
関東地方整備局(通信設備) 

同 東京国道事務所 
 ・国の機関の床面積 

約 3 万 6千㎡ 
 ・延床面積 

約 6万㎡（千代田区役所を含む） 
 ・構造規模 

鉄骨造 23 階地下 3階 



県 総合庁 舎

市情報 セン ター

民間施 設

シンボル ロード

浜松 地方合 同庁舎

裁判 所

地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備の推進

１．背景・目的

地域の特色や創意工夫を生かしつつ都市拠点の形成、良好な市街地環境

の形成を図るため、シビックコア地区における官庁施設等地域のまちづく

りに寄与する官庁施設の整備を推進する。

２．事業の内容

① 官公庁施設と民間建築物が連携したシビックコア地区における中核施設となる

官庁施設の整備

旭川地方合同庁舎 （北海道 、廿日市地方合同庁舎（広島県 、那覇第２［Ⅱ期］ ） ）

地方合同庁舎 （沖縄県）［Ⅱ期］

② 中心市街地の活性化等に資する官庁施設

熊本地方合同庁舎（熊本県 、浜松地方合同庁舎（静岡県））

③ 地域の歴史・文化を育む、観光振興に寄与する官庁施設

横浜地方気象台（神奈川県）

３．事業効果

地方公共団体等との連携を図り、地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備を

推進することにより、個性あるまちづくりと地域の活性化に資する。

シビックコア地区における官庁施設の整備

旭川シビックコア地区 那覇新都心シビックコア地区

中心市街地の活性化等に資する官庁施設の整備 歴史・文化を育む官庁施設の整備

浜松中心市街地活性化区域 横浜地方気象台



 

３．柔軟で豊かな生活の実現 
 

     官庁施設のバリアフリー化の推進      

 
１．背景・目的 

高齢者、身障者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できるようユニバーサル

デザインの考え方を踏まえ、窓口業務を行う官庁施設のバリアフリー化を推進する。 
特に、本格的な少子・高齢社会の到来を背景として、平成１８年３月に「官庁施設の

ユニバーサルデザインに関する基準」を制定したほか、取り組むべき施策をプログラム

として取りまとめた。平成１９年度は自動扉、スロープ等の一般身障対策について、一

層のバリアフリー化の推進を図ることとする。 
                  

２．事業の内容  
  ① 高度なバリアフリー化の推進 

窓口業務を行う事務室の出入口への自動ドア化、多機能トイレの設置等による高度

なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備を推進する。 
廿日市地方合同庁舎（広島県） 外８施設 

                                             

② 窓口業務を行う官署が入居する既存官庁施設のバリアフリー化の推進   
      窓口業務を行う官署が入居する既存官庁施設のバリアフリー化を推進するため、

既存低層庁舎へのエレベーター、自動扉、スロープ等の計画的な設置を行う。 

 

３．事業効果 

  高齢者・障害者等すべての人が自立して社会の一員として参画できる、生き生き 

としたバリアフリー社会の実現に資する。  
 
      〈高度なバリアフリー化のイメージ〉                   〈エレベーター設置の例〉 

 

〈 

                                                             

 〈既存低層庁舎への                  エレベーターの設置〉      
                                                                     

 〈既存低層庁舎への                  エレベーターの設置〉 
     



 

                                                                                                                                                                                                  グリーン庁舎の整備等の推進       

 

１．背景・目的 

「京都議定書目標達成計画」（平成17年4月）における建築物に係る二酸化炭素削減

目標（2010年において1990年比15％増の水準に抑制）、「官庁施設における環境負荷低

減プログラム」（平成18年6月）等を踏まえ、官庁施設について二酸化炭素排出量の削

減を図るため、太陽光発電、複層ガラス、設備機器の高効率化等の環境負荷低減技術を

活用したグリーン庁舎の整備、グリーン改修等を推進する。 
 
２．事業の内容 
  環境対策については、グリーン診断・改修の推進等の地球環境問題への対応をはじめ

として、循環型社会の形成に資する環境に優しい建築資材の活用、良好な生活環境の形

成に貢献する有害化学物質対策等、総合的なグリーン化施策を推進する。 
・ 中央合同庁舎第７号館、廿日市地方合同庁舎（広島県）等１０施設の新営事業の

実施。 
・ 特に、地方支分部局を含め国の庁舎について、太陽光発電の導入や建物の緑化を

推進。 
・ その他既存官庁施設の改修 

 
３．事業効果 
  グリーン庁舎の整備等及び関連技術の普及により、建築関連分野からの二酸化炭素排

出量の削減が図られ、地球温暖化防止効果が得られる。 

グリーン庁舎イメージ図グリーン庁舎イメージ図
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  都市におけるエネルギー対策支援（新エネルギー貯蔵技術導入モデル事業）  

１．背景・目的 
既存の官庁施設において、新たなエネルギー貯蔵技術である氷蓄熱システム及び

NAS 電池システムを導入するモデル事業を先導的に実施し、導入検討方法、改修手法、

運用手法等を確立させ、官公庁施設への導入拡大を図り、民間ビルへの普及促進に資

する。 
 
２．事業の内容 
 ① 既存官庁施設の未利用スペースを利用し、氷蓄熱システムや NAS 電池システムを

導入する。 
② 導入後のモニタリング結果等を踏まえ、一層の導入促進に資する導入ガイドライン

（仮称）等を作成・公表する。 
 
３．事業効果 

システムの運用段階において、化石燃料比率の低い夜間電力を利用することで化石

エネルギー依存体質からの転換を図り、地球温暖化対策を推進する。 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆NAS電池システムの概要

電力
供給

夜間（軽負荷時）に充電した電
力を昼間（ピーク時）に放電す
ることで電力負荷を平準化

ＮＡＳ電池

電力
供給

導入後（通常の使用方法） 非常時の運用方法導入前

ＮＡＳ電池

電力
供給

ＮＡＳ電池

電力
供給

停電時や
非常時には、
重要室・機器
へ電力を供給

重要
室・機器

一般
室・機器

災害対策室等指揮命令系統
の部屋や非常用照明、消火
ポンプ等の機器

上記以外の部屋、機器
一般

室・機器
重要

室・機器
一般

室・機器
重要

室・機器

＜改修後＞

◆氷蓄熱システムの概要

通常利用されていない地
下二重スラブ内のスペー
スに氷蓄熱槽を築造

ダクト（風道）

ダクト（風道）

冷凍機 水配管

隣
接
建
物

▽
GL
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＜改修前＞
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新ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵技術導入ﾓﾃﾞﾙ事業新ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵技術導入ﾓﾃﾞﾙ事業

既存官庁施設に新たなｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵技術である氷
蓄熱システムやNAS電池システムを先導的に導入

・CO2排出量が少なく電気料金が安い深夜電力を有効利用

・電力需要の集中する昼間電力のピークカット
・非常時電源としても利用可能（NAS電池） 等

官公庁施設及び既存民間ビルへの導入拡大を推進



官庁営繕費（一般会計）

　　　　（単位：百万円、㎡）

所         在         地

［中央官庁庁舎］ 3,693

「継 続」 中央官衙地区整備費 105 　千代田区　永田町
S-33-2（官庁棟）

「  〃  」 中央合同庁舎第７号館（ＰＦＩ） 3,588 　千代田区　霞が関 S-38-3（官民棟） 187,269

［合 同 庁 舎］ 5,685

 ＜地 方 合 同＞ 5,685

   〈 新 営 〉 5,685

「継 続」 旭川地方合同庁舎（Ⅱ期） 1,100 　北海道　旭川市 SRC-6-1 10,951

「  〃  」 九段第３地方合同庁舎（ＰＦＩ） 472 　千代田区　九段南 S-23-3 35,600

「  〃  」 浜松地方合同庁舎 1,500 　静岡県　浜松市 S-11-2 19,403

「  〃  」 廿日市地方合同庁舎 450 　広島県　廿日市市 RC-4 4,351

「  〃  」 那覇第２地方合同庁舎（Ⅱ期） 2,163 　沖縄県　那覇市 SRC-12-1 16,199

［一 般 庁 舎］ 337

   〈 新 営 〉 337

「継 続」 横浜地方気象台 337 　横浜市　中区 RC-1-2 838

［施設特別整備］ 11,736

　　耐震改修 5,952

　　バリアフリー改修 700

　　グリーン改修 2,410

　　一般改修 2,674

21,451

1,795

23,246

平成１９年度 官庁営繕部関係予算 箇所別一覧

区　　　　　　　　　　　　　分

小　　　　　　　　　　　計

　※グリーン改修に経済成長戦略推進施策として２００百万円を含む。

構 造 ・ 規 模 等

計　画　内　容　概 算 決 定 額

官 　庁 　営 　繕　 費　 計

附 　帯 　事 　務 　費



特定国有財産整備費（特定国有財産整備特別会計）

　　　　（単位：百万円、㎡）

所         在         地

［合 同 庁 舎］ 2,341

 ＜地 方 合 同＞ 2,341

   〈 新 営 〉 2,341

「新 規」 小樽地方合同庁舎 780 　北海道　小樽市 RC-6 13,275

「  〃  」 熊本地方合同庁舎 1,561 　熊本県　熊本市 S-12-1外 52,506

＜港 湾 合 同＞ 293

   〈 新 営 〉 293

「新 規」 名古屋港湾合同庁舎（別館） 293 　名古屋市　港区 RC-9-1 5,200

［一般庁舎］

　（新 営〉

「継 続」 国立教育政策研究所（ＰＦＩ） 77 　千代田区　霞が関 S-33-2（官庁棟） 4,365
（中央合同庁舎第７号館入居）

2,711

257

2,968特定国有財産整備費　 計

附 　帯 　事 　務 　費

区　　　　　　　　　　　　　分

小　　　　　　　　　　　計

構 造 ・ 規 模 等

計　画　内　容　概 算 決 定 額
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